
 
 

沖縄の可能性 
 

 

平成 24 年 2 月 24 日 

ハートランド総研 佐々木様 

 

１．本土復帰 40 年 
  

 （１）普通の県になりつつある 

 （２）本島米軍基地 18％の面積→5％の所得 

 （３）自立と恩返しの気持 

 

 

２．国際貨物ターミナル 
  

 貨物 25 万トン -（5 年）- 50～75 万トン 拡大予想 

 国際ターミナル 12 万人（観光 6万人） → 拡大計画 

 

 

３．空港の発展方向 
  

 産業、経済、観光、リゾート、生活、、、、、、 

 15,000 万人の乗降者、パンク 

 内観光 12,000～13,000 が限度 

 

 

４．30 億人の人口と観光 
  

 日本 1.3 億人 → 600 万人の観光客 

 3,000 ㎞、3時間の範囲に 30 億人の人口 

 10～30 億人 → 50,000 万人の観光客 

 歴史的に交流の地 

 

 

５．指 標 
 

人 口 S47 96 万人 → 現在 140 万人  

県民所得 全国 3,059 千円 → 沖縄 2,049 千円 （一人当） 

暖かさ、低生活費、低ストレス、空気・・・・・

平均気温 〃 15 度 → 〃 23 度  

開 業 率 〃 4.43％ → 〃 6.13％  

100 歳以上人口 〃 22.22 人 → 〃 54.09 人 （10 万人当） 

死 亡 率 〃 8.6 人 → 〃 6.7 人 （千人当） 

夏場、年末年始、、、、将来 
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ANA は、沖縄県が本土とアジア各都市から飛行機で 4 時間圏内の距離にあることに着目し、那覇空港を

中継基地としてスピーディーな航空貨物輸送を実施しております。 
新たな国際航空貨物ネットワークの構築は、輸出の拡大、新たな産業の集積、雇用の拡大など大きな経済

効果が期待され、沖縄県としても ANA の国際物流事業を支援していきます。 
 

 
 
国際貨物ハブの実施 

深夜に、専用貨物機で国内やアジア各都市で集荷した貨物を那覇に運び、効率よく目的地別に積み替えて翌早

朝便で、各地へ配送します。 

年間の貨物取扱量は、40 万トンを目指しています。 
 

2009 年 10 月スタート 

国内地点：成田、羽田、関西 

海外地点：ソウル、上海、台北、香港、バンコク 
 

アジアへ向けて広がる可能性 

 日本各地の農水産品・県内産品の輸出拡大 

 物流関連産業の集積 

 アジアの「ストックポイント」 

 ※航空輸送に適する物資（完成品・部品・食料・医薬品）の保管基 
 

ANA CARGO 独自の「沖縄ハブ&スポーク方式」が実現する充実の高速輸送ネットワーク。 

日本を含むアジアの各主要都市から那覇空港に一旦集荷された貨物を、短時間で効率的に積み替え、目的地

へスピーディに輸送。独自の「沖縄ハブ&スポーク方式」のメリットを最大限に生かし、直行便レベルのスピードと

高いクオリティで、アジア域内をくまなくカバーします。 
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沖縄貨物ハブ、アジア路線を拡大 全日空・前谷支店長に聞く 
2012/2/16 3:00  

 

 全日本空輸が那覇空港で運営する国際物流基地「沖縄貨物ハブ」。文字通り「ハブ（＝中心軸）」

として、沖縄を拠点に国内外の８都市を結ぶ。2009 年 10 月の稼働後、那覇空港の外国貨物取扱

量は急増、沖縄県も経済自立の核として期待を寄せる。全日空沖縄支店の前谷哲郎支店長（56）

はアジアの需要を取り込みつつ、国際的な貨物拠点に押し上げる戦略を描き、「県とともに沖縄ハ

ブ周辺への企業誘致を進めたい」と話す。 

 

 ――沖縄ハブの実績は。 

 「搭載率は 75％ほどで、そこそこの実績だ。搭載量は年間約 15 万

トンで、外国貨物量は成田、関西空港に次ぐ国内３位。稼働から２年

あまりで、顧客の認知度も向上した」 

 「ただ、収入では目標を下回る。国際宅配便よりも速く、夕方に日

本で集配し翌朝、現地に届けるスピードが一番のセールスポイント

だが、高単価で速達性が求められる書類や商品サンプルなどの需

要を取り込み切れていない」 

 ――欧州債務危機や昨年のタイ大洪水の影響は。 

 「欧州向けは取扱量が減少した。タイ向けでは洪水以降、輸送量が増えている。当初は緊急援

助物資を輸送したが、工場の操業再開後は部品輸送の需要が出ているようだ」 

 ――アジアの需要動向は。 

 「必ずしも全体ではないが、アジアには勢いがある。例えば韓国・ソウルから沖縄を経由して中国

本土や台湾へ輸送する３国間輸送は好調で、全体の取扱量の４分の１を超えた」 

 「もともと本土と結ぶ路線は３路線で、海外は５路線。３国間輸送がなければ満載にならず、ハブ

モデルも実現しない」 

 「東日本大震災やタイの洪水の影響などで、企業の機能分散が進めば、一段の需要が期待でき

ると考えている」 

 ――今後の成長戦略は。 

 「新路線を拡大したい。昨年 12 月に成田―那覇を２便に増やした。東南アジアで沖縄ハブから直

行便が飛んでいない都市への需要はまだまだある。次はシンガポールやインドネシア、ベトナムな

どが候補だ」 

 「沖縄ハブは構想当初、大型機による欧米向け輸送を想定、年間 40 万トン規模の輸送量を計画

していた。しかし、これは 08 年のリーマン・ショック前の計画。現在は、アジアに軸足を置き、中型

機できめ細かく需要に対応しく方針だ」 

 「国際物流大手の独ＤＨＬなどが得意とする商品サンプルや修理品などの顧客を開拓したい。電

子機器の修理拠点や物流拠点など、素早い配送が必要な企業が空港周辺にあれば望ましい」
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 ――県も臨空型産業の集積に取り組んでいる。 

 「県とは運命共同体だと思っている。産業集積は航空会社にとってメリットなので続けてほしい。

半面、路線が少なければ企業も進出意欲をそがれるだろう。全日空としては路線を充実し、機能を

向上することで企業誘致に貢献したい」 

 「当面は、県とともに沖縄ハブ周辺への県外企業や物流関連企業の誘致を進める。視察の受け

入れや営業活動を積極的に推進していきたい」 

〈記者の目〉「沖縄発」貨物、全体の１％未満 

 那覇空港の 2011 年の輸出入貨物の総取扱量は 14 万 931 トンと、東日本大震災の影響で 10 年

に比べて 4.9％減少したが、09 年に比べると 6.5 倍。ほとんどが沖縄ハブの取り扱いだ。 

 ただ、ほぼ全量が沖縄を通過するだけで、沖縄発の貨物は年間 200 トン程度と全体の１％未満。

積み荷は生鮮品や加工食品がほとんどだ。 

 12 年度からの新たな沖縄振興特別措置法案には「国際物流拠点産業集積地域」の創設が盛り

込まれた。倉庫業や電子機器の修理拠点など、那覇空港で貨物を積み降ろす企業を誘致できれ

ば、沖縄ハブの利用拡大を起点とした地元経済の好循環が期待できそうだ。 

（那覇支局 牛山知也） 
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沖縄の産業振興のイメージ 
 

（8 月のごあいさつ） 

 
平成 23 年 8 月 1 日（月） 

 
 
最近の新聞に出ている沖縄振興計画の記事を読みながら、私ならこうだと考

えました。結局、地方自治体の抜本改革と沖縄の自主自立の精神の向上がポイ

ントだと思います。 
 
① 沖縄のリーディング産業(観光、情報通信、物流、科学技術など)の育成強化

の方向を明確化する。当面の人材は地方自治体の整理者を加味する。 
② 産業振興特区(公平に全国数ヶ所)を強化充実させるために、地方自治体を抜

本改革し、沖縄振興一括交付金を集中的、効果的、事後検証的に活用する。

③ 沖縄振興特区の税制は雇用・投資促進税制をメインとする。 
従前の沖縄特例税制は自立・公平の観点から 3 年程度で返上する。 

④ 産業振興特区を整備しつつ全国及び地域から企業及び投資の誘致を図る。 
  

 
 

 

 
 
 
 
 
 
 

    
育成・拡大 

   

       

   
自主自立の精神 

   

 

経済基盤の整備・②産業特区の充実 
 

沖縄振興一括交付金（地方自治体の改革、集中的、効果的に） 
 

  

 

①

④ ③ 

企業及び投資の誘致 

リーディング産業の育成、強化 

雇用・投資促進特区税制
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エコアイランド沖縄（低炭素島社会の実現） 
 
 

【イ メ ー ジ】  

  
  

エコアイランド特区の整備 ・ 目的に沿った使い易い制度、地域の広域化

 ・ 沖縄振興一括交付金の活用 
 ・ 対象投資重視の人的、物的投資減税 
 ・ クリーンエネルギー研究、開発、育成の促進

 ・ 関連助成制度の充実と周知 
 ・ 低炭素社会のモデル地域、拠点 
  

目的：エコアイランド関連企業の誘致 ・ 企業と人材の育成確保 

 ・ 立地やメリットの充実とアピール 
 ・ 他産業との連動、波及と循環 
 ・ 沖縄の地域特性と技術導入 
  

期待：地域の発展と繁栄 ・ 海洋エネルギーの実用化 

 ・ 太陽光発電 
 ・ 風力発電 
 ・ バイオマス 
  

【克服すべき課題】  

① 特区制度の入口の諸要件を使い易くする。法人格、資本金、投資額、雇用

数等の厳格な要件を改め、投資設備、雇用事実に着目して制度を運用する。 
② 沖縄振興一括交付金の交付に当っては、事前、事後における投資等の助成

効果等を計数的に明確にし、産業振興にとって効果のある助成とする。 
③ 太陽光発電の国（電力会社）の買取り義務、発電設備の一時（100％）償

却の税制特例の周知と活用に向けた体制づくり。 
 
 
「本土とは異質の世界」を沖縄に創造する必要がある。 
 
この章の全体的な構想、イメージを的確に表現している「キーワード」はエコ

アイランド沖縄であると思う。この言葉の表題として、その内容を例示的、具

体的に、基本的考え方を述べたい。 
原子力発電のない本県の環境負荷を低減するために、沖縄の将来性、今後の可

能性を考えればこのような資源節約的で、再生産、持続可能なクリーンエネル

ギーの普及とコスト低減化に取組む。世界一エネルギー負荷の少ない島エコア

イランド沖縄を目指すため、太陽光発電や風力発電、波力発電などクリーンエ

ネルギーの導入の拡大に取組む必要がある。 
ハワイのクリーンエネルギー・イニシアティブ（2030 年までに 70％をクリー

ンエネルギーに転換）は、現在の数パーセントである。同じ島嶼地域の沖縄は、

このような生き生きとした目標が必要である。 
 


